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近年の医療業界では、オンライン資格確認システムの導入など、様々な分野でＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）化が図られています。そんな中、処方箋についても令

和５年１月26日から電子処方箋管理サービスの運用が開始されました。 

処方箋の電子化は、紙での処方箋が多い国内の医療現場に大きな影響を与えると考えら

れ、特に外来患者の割合が多い「診療所」については、処方箋の交付方法の変更に伴い、

運営への影響は大きいといえます。 

今回は処方箋の交付状況や電子処方箋についての概要、メリット・デメリットなどにつ

いて触れ、モデル地域や導入に係る補助金と申請の流れについてご紹介します。 

 

 

日本薬剤師会が公開している過去５年間の医薬分業進捗状況によると、処方箋の交付枚

数は令和元年度まで増加傾向にありました。しかし、令和２年度は新型コロナウイルス感

染症による受診控えなどの影響により減少しています。その後、令和３年度になり再び増

加しています。 

 

◆過去５年間の処方件数・処方箋枚数・調剤点数の推移 

 件数（件） 処方箋枚数（枚） 調剤点数（千点） 

平成 29年度 645,143,999 803,855,677 729,077,314 

平成 30年度 657,308,328 812,288,671 713,919,598 

令和元年度 667,371,475 818,026,214 736,975,923 

令和２年度 608,550,074 731,155,641 714,328,155 

令和３年度 642,883,365 771,433,382 736,745,738 

出典：日本薬剤師会 

 

電子処方箋は、オンライン資格確認などシステムの仕組みを用いて、医療機関・薬局間

で電子化された処方箋の授受を行える仕組みです。また、処方箋をもとにした情報を、場

所を問わずにリアルタイムで参照することができるようになります。さらに、それらの情

報を活用した、重複投薬などチェックもできるようになります。 

１│処方箋交付枚数の推移     
 
 
 

２│電子処方箋の概要     

ＤＸ化の推進と電子処方箋の概要 1｜ 
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電子処方箋は、インターネット上にある『電子処方箋管理サービス』を介して患者の処

方情報をやり取りしています。これまでは自院が処方した情報や診療情報提供書などで伝

達された情報のみで把握することとなり、それ以外の処方情報については患者の申告がな

い限り把握することができませんでした。これまでのように紙の処方箋による医療機関と

調剤薬局の一対一のやり取りだけでなく、今後は複数の医療機関で処方情報を確認するこ

とができます。 

患者はマイナンバーカードや健康保険証で本人確認を行い、さらに電子処方箋の利用に

ついての同意を行うことによって電子処方箋を使用することができるようになります。ま

た、これまで使用していた「おくすり手帳」ではなく、スマートフォンなどを使用し、電

子処方箋管理サービスにアクセスすることにより、処方歴を確認することができます。 

調剤薬局では、薬を処方する際に薬剤師がこれまでの調剤内容を確認することができる

ようになり、複数の医療機関から処方された内容に対して、重複投与や禁忌処方がないか

を確認することができます。重複投与の防止は患者自身の安全面はもちろんのこと、過剰

な医療費の削減にもつながります。処方後は調剤内容を登録し、患者の調剤情報を蓄積さ

せることができます。 

電子処方箋のシステムを使用するには医療機関や調剤薬局が電子処方箋管理サービスを

導入していることが前提となります。厚生労働省は各医療機関に積極的に導入の検討をお

願いしており、動画やドキュメントを公開している状況です。 

 

◆電子処方箋とは 

 
出典：厚生労働省 電子処方箋概要案内 病院・診療所 
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◆病院・診療所でできるようになること 

 

出典：厚生労働省 電子処方箋概要案内 病院・診療所 

 

◆電子処方箋に関する動画・ドキュメント 

 

出典：厚生労働省 電子処方箋概要案内 病院・診療所  
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処方箋が電子化されることにより、紙特有の「印刷」や「保管」がなくなることによっ

てスムーズな伝達が行われるようになるほか、厚生労働省では電子処方箋の導入について、

医療機関、薬局でのメリットとして以下のとおり掲載しています。また、処方されたデー

タは過去３年分保存されるため、そのデータに基づいて診察、処方・調剤することが可能

です。 

 

◆医療機関、薬局における主なメリット 

①医療機関からの電子的な処方情報をもとに、薬局で処方内容の照会や後発医薬品への変更など

を含む調剤業務が行われ、その結果を医療機関に戻し、次の処方情報の作成の参考にするとい

う情報の有効利用が可能となる。 

②医療機関・薬局間での情報の共有が進むことで、医薬品の相互作用やアレルギー情報の管理に

資することが可能となり、国民の医薬品使用の安全性の確保など公衆衛生の向上にも資する。 

③医療機関では、紙の処方箋の印刷に要するコストが削減される。紙の処方箋の偽造や再利用を

防止できる。 

④薬局から医療機関への処方内容の照会の結果などの伝達や、先発品から後発品に調剤を変更し

た際の伝達がより容易になり、医療機関でも患者情報のシステムへの反映が容易になる。後発

品の使用促進により、一般名処方や後発品への変更調剤が増加していることに鑑み、処方した

医師・歯科医師への調剤結果の伝達が容易になることは重要である。 

⑤薬局でオンライン服薬指導を実施する際、処方箋の原本を薬局に郵送する代わりに、電子的に

提出可能となる。 

⑥調剤に関する入力などの労務が軽減され、誤入力が防止される。調剤済みの紙の処方箋の保管

スペースなどを削減できる。 

⑦電子版お薬手帳などとの連携などにより、医療機関・薬局の連携や処方内容の一元的・継続的

把握の効率化などに資する。 

⑧医療機関・薬局では、重複投薬などチェック機能を活用することにより、患者に対する不必要

な処方・調剤や併用禁忌による有害事象を事前に避けることができる。 

⑨救急医療及び災害時において患者の処方・調剤情報を参照できる仕組みを構築することによ

り、医療関係者は患者の服用している薬剤を知ることが可能となる。 

出典：厚生労働省 電子処方箋管理サービスの運用についてより抜粋 

１│医療機関、薬局における主なメリット 

導入のメリット・デメリット ２｜ 
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◆過去３年分の処方データに基づき、診察、処方・調剤を受けられる 

 

出典：厚生労働省 電子処方箋の運用開始に向けて 

 

厚生労働省では、電子処方箋導入のメリットが患者や家族にもあることを、以下のとお

り掲載しています。救急医療時や災害時にすぐに処方情報を得ることができるのは、患者

だけでなく家族にとっても大きなメリットであると考えられます。 

 

◆患者や家族における主なメリット 

①オンライン診療の際、患者は処方箋の原本を電子的に受け取ることが可能となる。また、患者

は、薬局への処方箋の事前送付をより簡便に行うことができるようになり、薬局での待ち時間

が短縮されることが期待される。 

②薬局が患者に調剤した情報を電子的に提供し、電子的に保存・蓄積することで、患者自らが実

際に調剤された情報をマイナポータルなどを通じて閲覧できる。 

③電子版お薬手帳などとの連携などによって、患者などが自ら保存・蓄積した調剤の情報を、他

の医療機関などに自らの意思で提示することが、紙媒体よりも容易になる。生活習慣病など比

較的長期にわたって治療が必要な疾病では、生活環境の変化などにより医療機関・薬局を変更

した場合でも診療の継続性の確保が容易になる。 

④医療機関・薬局において、重複投薬などチェック機能を活用することにより、患者に対する不

必要な処方・調剤や併用禁忌による有害事象を事前に避けることができる。 

⑤救急医療及び災害時において患者の処方・調剤情報を参照できる仕組みを構築することによ

り、医療関係者が患者の服用している薬剤を知ることが可能となる。 

出典：厚生労働省 電子処方箋管理サービスの運用についてより抜粋 

２│患者や家族における主なメリット     
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◆患者自身で薬のデータを管理でき、薬局にて調剤の待ち時間を短縮することができる 

 
出典：厚生労働省 電子処方箋の運用開始に向けて 

 

 

これまで述べたように電子処方箋の導入には様々なメリットがありますが、同時にいく

つかのデメリットも発生します。特に労災、自賠責などの医療保険適用外の処方や、生活

保護患者の処方については電子処方箋の対象外となっているので注意が必要です。 

これらの処方の中で禁忌や重複処方が行われた場合、患者自身にも大きな影響が出てし

まいます。 

次章で紹介する「モデル地域での試験的導入」で挙げられた課題について、十分な検討

が必要となります。 

 

◆電子処方箋導入のデメリット 

①補助金はあるものの、導入コストがかかる。 

②医療機関もしくは調剤薬局だけが導入してもあまり効果はない。 

③院内処方・リフィル処方箋は対象外。 

④労災、自賠責などの医療保険適用外の処方は対象外。 

⑤現在は生活保護患者の処方は対象外（対応を検討中）。 

⑥セキュリティ対策などの運用面において十分な体制が求められる。 

⑦高齢者などのスマートフォンの操作に不慣れな患者への浸透には時間がかかる。 

３│電子処方箋導入のデメリット     
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今回導入される電子処方箋システムは、以前に導入されたオンライン資格確認システム

の仕組みを利用して運用されています。これまでの導入状況についてみてみましょう。 

顔認証付きカードリーダーの申込数は229,760施設中173,304施設となっており、全体の

約75％となっています。しかし実際に運用を開始している医療機関は229,760施設中66,925

施設となっており、全体の29.1％です。 

オンライン資格確認システム自体の認知はあるものの、運用を開始している施設はまだ

多くはありません。医療業界のＤＸの推進はまだ時間がかかりそうです。 

 

◆医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入状況 

 

出典：厚生労働省 モデル事業概要と医療ＤＸの取組について 

  

１│オンライン資格確認の導入状況     

導入に向けた環境整備とモデル地域 ３｜ 
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電子処方箋管理サービスは個人の身体・健康に関する情報を取り扱うとともに医薬品の

処方に直結するという性質上、一度、不具合などの問題が発生した場合、患者をはじめと

した関係者に大きな影響が及ぶ恐れがあります。 

電子処方箋管理サービスについては試験的な導入として「必要なシステムの改修」「シス

テムの動作や運用に関して検証作業」を実施の上、その結果をフィードバックし、全国の

医療機関・薬局やそのシステムベンダ及び国民に対して、電子処方箋導入のための説明会

や、周知広報などを実施し安全かつ正確な運用に向けた環境整備を行います。 

 

◆電子処方箋の安全かつ正確な運用に向けた環境整備 

 

出典：厚生労働省 モデル事業概要と医療ＤＸの取組について 

 

電子処方箋管理サービスの運用開始に向けて、医療機関・薬局などにおける運用プロセ

スやトラブル・問い合わせ対応を確立するとともに、電子処方箋の活用方法の展開を行い

ます。期間は１年間としており、地域を限定したうえで、電子処方箋を先行して導入でき

る医療機関・薬局を対象に、効果的な服薬指導を実現するため、重複投薬などのチェック

をはじめとした電子処方箋の運用面での検証を行います。また、電子処方箋を活用した先

進的な取組や課題、優良事例を収集することにより、電子処方箋のさらなる活用方策につ

２│電子処方箋の導入に向けた環境整備     

３│モデル地域     
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いてとりまとめる予定です。 

今回、先行導入地域として『山形県酒田地域』『福島県須賀川地域』『千葉県旭地域』『広

島県安佐地域』が対象となりました。医療機関や調剤薬局の施設数については以下のとお

りです。 

今後、モデル地域の中で発生した課題・検討内容については、全国的に運用が開始され

る前の重要なものとなります。 

 

◆電子処方箋モデル事業について 

 

出典：厚生労働省 電子処方箋モデル事業について 

 

地域 医療機関数 調剤薬局数 

山形県酒田地域 ４施設 19施設 

福島県須賀川地域 ２施設 11施設 

千葉県旭地域 １施設 17施設 

広島県安佐地域 15施設 39施設 

出典：厚生労働省 モデル地域毎の参加予定施設（令和５年１月４日さら新）より集計 
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なお、対象になるのは「ビタミン剤が薬事承認の内容に沿って投与された場合のみ」な

の 

 

 

電子処方箋の導入には多大なコストが発生しますが、医療機関の規模によって補助金が

あります。また、医師や薬剤師の認証に必要なＨＰＫＩカードの発行費用についても一部

助成があります。 

電子処方箋関係補助金については、電子処方箋管理サービスを導入するために発生した

費用が対象となるため、導入後に発生したランニングコストや修理費用については補助金

交付対象外となります。 

 

 

電子処方箋管理システムの導入については「医療情報化支援基金」から補助があります。 

補助費の上限額は導入を完了した年度によって異なり、許可病床数が200床以上の『大規

模病院』が令和４年度に導入を完了した場合は162.2万円まで、令和５～６年度に導入を完

了した場合は121.7万円まで補助があります。 

その他の『病院』については、令和４年度に導入を完了した場合は108.6万円まで、令和

５～６年度に導入を完了した場合は81.5万円まで補助があります。 

『診療所』については令和４年度に導入を完了した場合は19.4万円まで、令和５～６年

度に導入を完了した場合は12.9万円まで補助があります。 

 

◆電子処方箋管理サービス導入費用の補助率 

 
大規模病院 

（200床以上） 

病院 

（大規模病院以外） 
診療所 

令和４年度に 

導入完了した施設 

事業額の486.6万円を上

限に、その1／3を補助 

事業額の325.9万円を上

限に、その1／3を補助 

事業額の38.7万円を上

限に、その1／2を補助 

上限額 162.2万円 108.6万円 19.4万円 

令和５～６年度に 

導入完了した施設 

事業額の486.6万円を上

限に、その1／４を補助 

事業額の325.9万円を上

限に、その1／４を補助 

事業額の38.7万円を上

限に、その1／3を補助 

上限額 121.7万円 81.5万円 12.9万円 

※上記の上限額は、消費税分を含む費用額 

出典：医療情報化支援基金より抜粋 

１│電子処方箋管理サービスの導入費用の補助率     

導入に係る補助金と申請の流れ ４｜ 
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補助の対象となる事業は以下のとおりです。補助金の申請には内訳書が必要となり、補

助の対象となるかをチェックされます。 

 

◆補助の対象となる事業 

①基本パッケージ改修費用：電子カルテシステム、レセプト電算化システムなどの既存システム

改修にかかる費用 

②接続・周辺機器費用：オンライン資格確認端末の設定作業、医師・薬剤師の資格確認のための

カードリーダー導入費用 

③システム適用作業費用：現地システム環境適用のための運用調査・設計、システムセットアッ

プ、医師、運用テスト、運用立会いなど 

出典：医療情報化支援基金より抜粋 

 

 

電子処方箋システムの利用にあたって、医師や薬剤師はＨＰＫＩ（Healthcare Public 

Key Infrastructure: 保健医療福祉分野公開鍵基盤）での電子認証が必要です。認証のた

めに必要となるＨＰＫＩカードは、『電子処方箋導入促進のためのＨＰＫＩ普及事業』によ

り補助があります。 

本来は、下表にある『補助適用前発行費用』を支払うところ、『補助額』を差し引いた『補

助適用後発行費用』を認証局に支払うことにより、ＨＰＫＩカード発行費用の補助として

います。したがって、電子処方箋管理サービス事業の導入に係る補助金とは異なり、補助

金を直接受け取ることはできません。 

 

◆各認証局発行費用 

認証局 区分 

補助適用前 

発行費用 

(税込) 

補助額 

(税込) 

補助適用後 

発行費用 

(税込) 

日本医師会  5,500円 2,750円 2,750円 

日本薬剤師会 
会員 19,800円 5,500円 14,300円 

非会員 26,400円 5,500円 20,900円 

一般財団法人 

医療情報システム開発センター 
 26,950円 5,500円 21,450円 

出典：厚生労働省 令和４年度地域診療情報連携推進費補助金について 

(電子処方箋導入促進のためのＨＰＫＩ普及事業)【概要】 

 

２│ＨＰＫＩカードの発行費用の補助     
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電子処方箋管理サービス事業の導入に係る補助金の申請は、ポータルサイトを通じて行

うことになります。順番の誤りや資料の不備などがあると、補助金が受けられない場合も

ありますので、申請は慎重かつ丁寧に行いましょう。 

また、現在の補助金申請期間は令和７年９月30日までとなっており、令和７年３月31日

までに電子処方箋管理サービス等関係補助事業を完了しなければなりません。期限はまだ

先ではありますが、期限間近となって慌ただしい動きにならないよう、事前に綿密な準備

を行いましょう。 

 

◆電子処方箋管理サービス等関係補助金の申請の流れ 

①電子処方箋管理サービスの導入完了 

②システムベンダなどから請求書などを受領 

③システムベンダなどに費用を精算 

④システムベンダなどから領収書及び領収書内訳書を受領 

⑤必要な書類を添付して補助金を申請 

出典：オンライン資格確認・医療情報化支援基金関係 

医療機関等向けポータルサイト 

 

電子処方箋管理サービス等関係補助金の申請に必要な書類は「補助金交付申請書」「領収

書の写し」「領収書内訳書の写し」「電子処方箋管理サービス事業完了報告書」です。 

領収書内訳書の写しは内容が補助対象であることを確認するために必要であり、システ

ム改修などを行ったベンダ、販売店などに領収書内訳書の作成を依頼してください。 

申請書は『大規模病院』『病院』『診療所』によって異なりますので、注意してください。 

申請、審査を終えると、診療報酬・調剤報酬が振り込まれている口座に入金されます。 

 

◆電子処方箋管理サービス等関係補助金の申請に必要な書類 

●補助金交付申請書 

●領収書（写） 

●領収書内訳書（写） 

●電子処方箋管理サービス事業完了報告書 

出典：オンライン資格確認・医療情報化支援基金関係 

医療機関等向けポータルサイト  

３│申請の流れ     
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■参考資料 

日本薬剤師会：医薬分業進捗状況（保険調剤の動向） 

厚生労働省 ：電子処方箋概要案内 病院・診療所 

 電子処方箋管理サービスの運用について 

 電子処方箋の運用開始に向けて 

 モデル事業概要と医療ＤＸの取組について 

 電子処方箋モデル事業について 

 モデル地域毎の参加予定施設（令和５年１月４日更新） 

 令和４年度地域診療情報連携推進費補助金について 

(電子処方箋導入促進のためのHPKI普及事業)【概要】 

オンライン資格確認・医療情報化支援基金関係：医療機関等向けポータルサイト 

 


